









































　緑町団地には 1991年の時点で 21年間以上住み続けてきた世帯が 45％もある。










配布枚数 789枚、回収枚数 496枚、回収率 62.9％
居住年数
21年～ 25年 65 戸（13.1％）
26 年～ 30 年 28 戸   （5.6％）
31 年以上 134 戸（27.0％）
世帯主の年齢
50歳台 126 名（25.4％）








200 ～ 400 万円未満 133 戸（26.8％）
400 ～ 600 万円未満 148 戸（29.8％）
1996 年７月実施　第１次入居後のアンケート結果
（建て替え問題対策委員会ニュース 第 245号）
配布枚数 371枚、回収枚数 242枚、回収率 65.2％
世帯の人数 平均 2.36 人















































































































 建替え前の家賃 ２DK（35.54㎡） 29,600円
建替え後 家　賃 減額措置後 共 益 費 住居費計 差  額　 
２DK（45.33㎡）108,200円 54,100円 4,700円 58,800円 29,200円




















































































時代も、20 歳代末から 30 歳代前半の、転職、結婚、長女の誕生、留学準備の
時期であった。もちろん個人差はあろうが、高齢者ほど住宅への愛着を絶ちが
たいものがある。人は齢を重ねるにつれて、住環境の安定や平穏を求め、定住
志向を強めるものである。
　もし、住まいへの愛着がとるにたらないものだとすれば、同じような立地条
件の、同じぐらいの広さや設備の住宅は同じ価値をもつことになる。したがっ
て、たとえば、建替えられる賃貸住宅の入居者には近隣の同程度の条件の物件
を紹介し斡旋するだけで充分なはずである。そのような配慮をすれば入居者の
同意は取り付けられるはずである。しかしながら、実際はそうではない。高齢
者の場合、居住の継続性から生じる住まいへの愛着というウェットな面を軽視
することはできないのである。
　もし、「住まい」が本質的に時間をかけて住み手が住みこなしていくべきも
のであり、そこから愛着がはぐくまれ、住み手にとってかけがえのないものと
なっていくものならば、住宅を更新する場合には、そのことにしかるべき配慮
がなされなければならない。
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第６節　高齢者の居住の安定を求める必要性と根拠の補足
　最後に、高齢者の居住の安定を求める必要性と根拠をいくつか補足し、あわ
せて今後の研究課題を明らかにしておこう。
１）高齢者の自立した生活の重要性
　津田美知子さんが指摘するように（10）、しだいに後期高齢者が支配的となる
超高齢社会において、施策の焦点は、いかにして自立的な高齢者の割合を高め
るか、自立的な高齢者を支援するかという点にある。そして、居住環境の変化
のために生じる個人のライフスタイルの喪失は、自立性の欠如をもたらし、依
存性を助長する結果となりやすいことを直視すべきである。自立的な高齢者を
支えるためには、何よりもまず、安定した生活の場を保障することが必要だ。「安
定した生活の場」とは単に一定の広さの空間を意味するのではない。勝手知っ
たる、「自分の居場所」と言える住まいのことである。高齢者にとっては、住
み慣れた住まいとコミュニティが生き生きとした生活を送るためにかけがえの
ないものである。したがって、建物の老朽化にともなって建替えを行うとして
も、高齢者にはコミュニティ内で住み替えるよう配慮することが望ましい。
　これは、高齢者の幸福追求と自己決定を尊重するという倫理的な観点からの
主張であると同時に、費用対効果を考慮した社会政策的な観点からも十分検討
に値する考えであろう。というのも、住み慣れたコミュニティで生きがいをも
って元気に暮らす高齢者が増えることによって、医療費や介護費用の増大を抑
制することが期待できるからである。
　緑町団地の建替事業では、公団や東京都との話し合いの結果、敷地内に都営
住宅６棟 240戸が併設され、2000年に竣工した（11）。そして、緑町団地の 53世
帯が優先的に入居した。一般に公団住宅の建て替えでは、最寄りの公団住宅や
公営住宅への転居を勧められるが、最寄りの住宅といっても所番地が変われば、
その土地に慣れるまでには時間がかかる。顔見知りと会う機会も少なくなる。
行きつけの店を利用することも難しくなる。隣の人とのお付き合いも一から始
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めなければならない。したがって、公団住宅の建替えには緑町団地のように敷
地内に公営住宅を併設する等の対策をとることによって、同じ団地に住み続け
ることを保障することが肝要である。地方自治体が財政難で、新たに公営住宅
を建設することが困難であるというのであれば、公団（都市再生機構）住宅の
一部の住戸を市町村が入居決定権を有する住戸として借り上げるような制度の
確立が望まれる（12）。
２）コミュニティへの配慮の重要性
　これまで、わが国の住宅供給といえば、「入れ物」としての建物建設のこと
と考えられており、コミュニティの存続・育成などソフト面への配慮はなされ
てこなかった。コミュニティの存続・育成は住宅供給とは関係のないこととみ
なされてきた。しかしながら、今日では少子高齢化が著しく進行し、高齢者夫
婦のみの世帯が３世代同居の世帯数を上回り、高齢者の単身世帯も増加の一途
をたどっている（13）。20年、30年前とは大きく異なる人口構成や世帯構造にな
った現在、大家族時代に家庭内で支え合ってきた機能を近隣とのふれあいや地
域で担っていく必要がある。高齢者の見守り活動や買い物への同伴、弁当の宅
配などの地域ネットワークづくりが、安心して住むことのできる「住宅整備の
必須要件」となっている（14）。そのためにも、住み慣れた場所で顔見知りの人
たちと住み続けたいという住人たちの願いが以前にもまして重視されなければ
ならない。
３）高齢者居住安定確保法の精神
　日本では高齢者の身体機能に配慮した住宅ストックは未だに不十分であり、
特に民間借家については、大きく立ち遅れている。このため、民間活力の活用
と既存ストックの有効活用を図りつつ、高齢者が安心して生活できる居住環境
を実現することを目的に「高齢者の居住の安定確保に関する法律」が平成13年
（2001年）10月に全面施行した。その詳細については、稿をあらためて論じる
必要があるが、ここでは以下の諸点だけ指摘しておこう。
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　高齢者の身体機能に配慮した住宅の安定確保をめざしたこの法律は、段差の
解消や手すりの設置など、高齢者の身体機能に配慮した良質な賃貸住宅の数量
的な確保をめざしているだけではない。特に注目すべきは、１）バリアフリー
化された住宅に高齢者が終身にわたり安心して居住できる終身建物賃貸借制度
が創設されている点、２）民間や地方公共団体による高齢者向けの優良な賃貸
住宅の整備が需要を満たすにいたらない場合、地方公共団体がこれを公団や公
社に要請できるとの規定が盛り込まれた点である。この後者の規定は、高齢者
の居住安定のために地方公共団体と公団・公社が特別な役割を担っていること
をあらためて法的に確認したものと考えられる。
　さて、前者の終身賃貸借制度発足の精神からすれば、集合住宅に住み続けた
いと希望する居住者には、終身にわたり安心して居住できるような措置をとる
ことは当然のことだといわなければならない。これは、第４節で指摘したよう
な、「高齢者の居住の安定」という理念を建替え推進のための手段のようにみ
なす考え方とは大きな開きがある。われわれは、終身建物賃貸借制度の活用と
一層の充実をはかるとともに、一連の関連諸法のなかで「高齢者の居住の安定」
という理念がどのように取り扱われているか、注意深く批判的に検討する必要
がある。
まとめにかえて
　後期高齢者にとって転居は「最大のバリア」に直面することを意味する。同
じ地域の中で入居者の居住の安定を図ることが最大のバリアフリーとなること
を肝に銘じる必要がある。住田昌二氏が指摘しているように、「住宅における
人権の保障とは、居住する住宅や居住地の選択の自由を保障すること」（15）で
ある。地方公共団体をはじめ、都市基盤整備公団から改組された新機構や住宅
供給公社が率先垂範、高齢者が安心して生活できる居住環境を実現することが
強く求められている。
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　今後、武蔵野緑町パークタウンのコミュニティがどのように展開されていく
のか、また、高齢者居住安定確保法がどのように運用されていくのか、注意深
く見守っていきたい。
注
多摩市の住民を対象に実施されたアンケート調査の結果は、高齢になるほど定住意
識が強くなることを明らかにしている。 細野助博・中庭光彦・矢部拓也．少子高齢
化時代の郊外居住．『多摩ニュータウン研究』中央大学出版部 2003；５：15.
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文社1995）や『創造的住まいづくり・まちづくり』（岩波ブックレット1994）に詳しい。
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